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まもなくお手元に！「市町児童家庭相談援助マニュアル」 

 

総務・企画調整室 森本良一 

 市町の職員の方々のご協力を得て、「三重県版市町児童家庭相談援助マニュアル」

が完成しました。近々お手元にお届けできる予定です。皆様方の相談援助活動の中で、

いつでも取り出せる場所に保管され、実践的に活用されることを強く願っています。 

実は、このマニュアルを作成する過程は、私の相談援助活動の振り返りそのもので

した。この道程は決して平坦なものではなく、山あり谷ありの失敗の連続です。対人

援助業務の失敗は、相談者に不利益をもたらす可能性があり、初任者の方が私と同じ

轍を踏まないために役立ててもらうこともできるのではないかと考えています。 

自分の失敗談をお話しするのは恥ずかしい限りですが、例えば、 

○ 受容的に対応していたつもりが、「その頷き方、返事の仕方は何ですか！」と

お叱りを受けたことがありました。 

○ 対象者を心配するあまりに、対象者が自分で解決できることにさえ手を出して

しまっていました。 

○ 感謝の言葉に有頂天となり、解決する力の弱い方には対応方法を教えることが

必要と錯覚していました。 

○ 依存心の強い方の対応にとまどい、相談者の変化に合わせて一喜一憂している

自分がいました。 

○ 安易に放った一言が、対象者のこころには刃物となって突き刺さり、二度と信 

頼関係を築くことができなかった方がいました。 

など、数え上げればきりがありません。私の経験は、専門職にとっては取るに足らな

い出来事と思われますが、市町において相談援助業務に初めて就かれる方々にとって

は、共感いただけるものではないかと推察します。 

 今、福祉の仕事は大きく変わりつつあります。従来、社会福祉援助技術の原則は、

「受容」を第一とされてきたところですが、児童虐待や高齢者虐待への介入には対象

者の権利を擁護する視点が何よりも求められることとなりました。まさに、福祉の仕

事も受容型から介入型への変化が求められていると言えます。 

 しかし、このマニュアルを作成しつつ感じたことは、「それでいいのだとろうか」

という自問と、大切なものを失っていくような不安感でした。自らの権利を守る力を

奪われている方々にとって、行政がその権利を擁護する役割を担うのは当然のことで

すが、福祉の基本的な対応原則を抜きにして介入することは、権限を振るうだけの権

力行政に過ぎないのではないのか・・・。いやしくも福祉の仕事に就いている以上、

いかなる場合も社会福祉援助技術こそ拠り所とするべきではないのか・・・。 

 このようなことから、あえて基本的なところを強調し、全ては人間関係のうえに成

り立つ仕事であるとの視点で作成したところです。相談援助業務に就かれる方には色

んな職種の方がおられ、各々基盤とされる考え方もあろうとは思いますが、参考とし

ていただければ幸いです。 
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児童福祉法の改正に伴う 

児童相談所の市町支援機能についての｢杞憂｣と｢提案｣ 

 

一時保護室長 永井憲一 
この３月末で中勢児童相談所を最後に定年退職することになりました。単に２１年

間の児童相談所経験や「思い出」を書くことは、このエミールの趣旨にそぐわないと

思い、悩んだ結果、児童福祉法の改正により児童相談所の機能として新たに加わった

市町支援機能について、私の｢杞憂｣と｢提案｣を書くことにしました。 
 福祉分野では、すでに契約制度になっている高齢者、身体障害者、知的障害者の福

祉施設への措置権をはじめとする業務が、過去に県から町村に移行されました。（市

はもともと措置権を保有していたした。）また、保健分野においても３歳児健診をは

じめとする地域保健業務が県から市町に移行されました。そしてその際、当時その業

務を行っていた県福祉事務所や保健所は、市町支援を業務の大きな柱として掲げてお

りました。しかし、その機能は十分に発揮されないまま、新たに担当することになっ

た業務の中に埋没してしまったと思っています。なぜ、その機能は十分に発揮されな

かったのか？その背景には、人事異動によりその業務を熟知した職員がいなくなって

しまったことや｢現場｣業務を持たず、それまでの経験だけで指導するには限界があっ

たものと考えています。 
 平成１６年の児童福祉法の改正により、市町も児童相談を担うことになり、県（児

童相談所）と市町の役割分担も明示はされてはいますが、これまでの児童相談所と市

家庭児童相談室の在りようを見ても分かるように、その線引きは非常に難しいのでは

ないかと思っています。市家庭児童相談室は、それぞれ独自の運営をしており、法改

正後もその上に立った児童相談を展開しており、また首長をはじめとする福祉保健を

担当する市町の幹部職員の姿勢や財政力で、市町の児童相談分野の体制は大きな｢格

差｣が生じようとしています。 
 県は、一昨年４月に児童福祉法の改正等を背景に、児童相談所の体制をセンターと

して一本化しました。その児童相談センターが市町支援業務の機能を担い、研修や児

童相談マニュアル作り等を進めてきました。しかし、市町の児童相談体制や力量を踏

まえないまま市町支援業務を推進すれば、その尺度に合う市町には良いが、そうでな

い市町にとっては、｢頼りない｣｢頼れない｣県・児童相談センター・児童相談所になっ

てしまうのではないかと杞憂しています。時代の趨勢として、措置権を含め児童相談

の多くの機能が、今後、市町に移行するものと思われますが、県福祉事務所や保健所

の歩んだ道を児童相談所も歩むのではないかとも杞憂します。 
 単に、｢杞憂｣に終われば問題ありませんが、そうならないためにも、日々児童虐待

問題に追われている児童相談所でありますが、管内の市町の児童相談体制や力量を把

握、分析し、その情報を県・児童相談センターと共有し、行政的な働きかけは県・児

童相談センターが中心に行い、技術援助的な支援は児童相談センター・児童相談所が
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行う等市町の状況、ニーズに応じた仕組みを構築する必要があるのではないかと思っ

ています。また、児童相談の機能が、市町に移行する想定のもと、児童相談センター・

児童相談所の未来像を今後とも模索、検討する必要もあるのではないかと思っていま

す。 
 

児童相談所の将来（あす）を考える会 

                                                  専門監 泉 正幸 

  平成１７年４月に改正児童福祉法が施行され、市町村が児童家庭相談の第一義的な

役割を担うこととなり、児童相談所は、専門機関としての役割と市町村支援の役割を

担うこととなりました。 

 これまで児童福祉の行政機関としての児童相談所は、児童問題を一手に引き受け、

その役割を果たしてきました。しかし、市町村もその任務を負うこととなり、市町村

と児童相談所の協働が何よりも重要となりました。 

  国においても、「今後の児童家庭相談体制のあり方に関する研究会」が設置され、

議論が重ねられてきました。市町の児童家庭相談のあり方とともに、児童相談所はど

うなるのだろうか、児童相談所の専門性とはなにか、専門機関としての内容が改めて

問われてくる時代を迎えました。 

今後の児童相談所のあり方について、国の「あり方研究会」を参考にしながら、三

重県の実態に合わせた具体的な議論をするため、１０数名の有志職員で「児童相談所

の将来（あす）を考える会」を設置し、平成１８年７月から月１回のペースで議論し

てきました。 

  現状における問題提起からはじまり、専門的機関として求められる今後の課題につ

いて児童福祉司、児童心理司、一時保護など、これからの児童相談所が取り組むべき

業務や職員の人材養成、組織のあり方など、変わっていかなければならないことが話

し合われました。 

これまで児童相談所が児童問題の一人舞台であった時代から、市町の児童家庭相談

機能が充実されるようになると、児童相談所は、市町にない業務が残る(措置業務、

一時保護業務など）だけになるかもしれないと言う危機感が漂っています。かつて県

の福祉事務所業務が市に移行されることによって、県の福祉事務所が縮小され、地域

によってはなくなってしまったように、児童相談所も同じ道をたどることになるのだ

ろうかと思惑されています。 

 現在は、児童相談所から市町へ児童家庭相談の移行期で、それぞれの市町によって、

取り組みの濃淡がありますが、県民の人たちが利用していくにあたって不都合が生じ

ないよう配慮しながら、地域によっては児童相談所が市町に出向き、市町と児童相談

所が一緒になって相談を受けているのが現状です。 

児童相談所の将来(あす)を考えるとき、専門性の向上などいくつかの課題があり、

その実現に向けた努力が求められてくると思いますが、児童相談所職員が一丸となっ

て新しい風に乗っていきたいと考えています。 
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武蔵野で思ったこと 

 

                        中勢児童相談所 桂田 孝二 

暖冬とは言え、やっぱりそれなりに寒く感じた冬もようやく終わって陽光うららか

な季節になってきました。今年も児童相談所からの措置で県内外の児童自立支援施設

に入所をしている子どもたちの卒業式に、それぞれの担当職員が手分けして列席し、

立派に成長した子どもたちの晴れ姿を目を細めて見届けてきました。 

私も担当職員とともに三重からは遠く離れた埼玉県の国立児童自立支援施設であ

る武蔵野学院を訪問しました。 

卒業ではないけれど、この春からいよいよ集団寮から自立寮に移る予定になった子

どもというよりも青年といった方が相応しいほどに、たくましく、立派に成長した若

者に面会しました。 

｢母親とはお互いに距離を取って成長自立していきたい｣と自分の言葉で語る姿に、

ここでの容易ではない暮らし振りも、彼の苦手な対人関係の有り様も知っている私に

は、ここまでに至るＹ君の努力を伴った険しく長い道のりや辛酸の日々に思いが巡り

ました。 

以前のあの箸にも棒にも引っ掛からないような怠惰で感情まかせ、力まかせの生活

から、このような一変振りに信じられない驚きを持って感動し、同時にそのような彼

を受けとめて自立へと援助された施設の高い指導力に敬服し感謝の気持ちでいっぱ

いになりました。 

“教護は人なり”の名言を改めて思い起こし、同時に本人の頑張りと施設の途絶え

ることのない支えの賜に、私は驚嘆しています。ぎりぎりの場所に立たねば見えてこ

ない美しさや強さがこの世には必ずあると思います。彼の真摯な言葉を聞いて、少年

非行の現場から今は一歩退いてはいるけれど、一人勝手に彼の自立に太鼓判を押した

ところです。 

彼と母親との再生の道は、まだこの先具体的には見えてはきませんが、彼が独り立

ちして、母を支える立場に変わったことを身を持って確信できたときに、本当の桜が

咲く春となり、依存対象であった母親からの卒業となるように思います。その日も決

して遠くはないようです。 
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里親と児童相談所 

  

                       家庭自立支援室長 久保 正 

 児童相談センターでは、今年度、里親制度の普及と里親委託の推進のため、関係者

の皆様に委員をお願いし、「里親委託推進委員会」を開催してきました。学識経験者

を座長に、里親会代表者、児童養護施設、乳児院の各施設長、主任児童委員を構成員

とし、４回にわたって議論を重ね、委員の皆様から貴重なご意見をいただきました。

この紙面をお借りしてお礼申し上げますとともに、今後の里親関係事業に反映させて

いきたいと考えています。 

 さて、この委員会に事務局として参加するなかで感じた、里親と児童相談所の関係

について私の思いを紹介させていただきます。 

 被虐待児をはじめ要保護児童が増加し、質量の両面において施設養護の限界性が叫

ばれるなかで、里親制度の重要性はさらに高まっているにもかかわらず、制度が一向

に振興しない理由として、児童相談所に多くの課題があるのではないのか・・・、児

童相談所がもっとしっかりしなければ里親制度は充実しない、といった意見をいただ

いたように思います。まさにそのとおりだと思います。 

 ただし、問題はその具体的な中身にあります。児童相談所の立場からすると、総論

の正しさが、逆に児童相談所への個々の批判を大雑把で不正確なものにしかねないと

危惧しています。 

 例えば、「児童相談所は職員の異動も激しく、一般職の人が配置されることもあっ

て専門性が促進されにくい。」、「施設入所よりも里親委託の方が手間も労力もかか

るから、いきおい委託に消極的になる（だから里親制度は普及しない）」といった意

見があります。ところが、時折耳にする児童相談所内部の声はどうも少し違うような

のです。非行や虐待相談の対応に必死になって取り組んでもなかなか進展せず、苦労

も多いものですが、里親委託は、時として満面の喜びをもって迎えられるから、児童

相談所の職員にとって本当にうれしくなる仕事だといった声です。しかし、こんな声

に接した私などは、そのような安直な認識だけではかえって失敗をするのではないか

と何となく危うさを禁じ得ないのです。外部からの意見を真摯に受け止め、子どもの

育ちを考える視点からも里親委託を積極的に推進することが極めて大切ですが、現状

ではこのように大きなギャップがあるのも事実です。 

 里親制度をめぐって児童相談所には様々な課題があります。児童相談所が世論の大

きな関心を集める機関だからこそ、その課題を多くの方々と共有しながら、子どもの

育ちを保障するために里親制度の振興を図る新たな取り組みを進めていかねばなり

ません。次年度以降も里親委託推進委員会の検討を重ね、三重県なりのより良い方向

を目指していきたいと考えています。 
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児童福祉法改正要綱試案に思う 

 

児童相談センター所長 上廣 正男 

 柏女霊峰淑徳大学教授を中心に、児童家庭福祉制度再構築のための児童福祉法改正

要綱試案がまとめられています。 

 改正要綱試案の基本方針として、 

 ① 児童相談所から障害児関係事務を分離し、成人障害の相談所の事務とする。 

 ② 市町村を中心とするサービス提供体制とする。 

     ③ サービスの提供制度は、利用者と提供者とが直接向き合う、契約関係を基本と

する。 

 ④ 要保護児童福祉の実施主体は、市町村とし、保育・健全育成サービスとの連続

性を確保する。 

 ⑤ 児童相談所は、当分の間、市町村の委託を受けて、一時保護、要保護児童の職

権保護又は家庭裁判所送致並びに家事審判請求等を行うこととする。 

となっています。 

 従来、児童相談所が持っていた措置権限をはじめ、諸々の権限が市町村に委譲され、

児童相談所の役割として、児童家庭福祉に係る事項のうち、専門的判定を要する等専

門的な知識及び技術を必要とする事項及び児童の一時保護、その他必要と認められる

事項を担当するとなっています。 

 この試案は、平成１６～１７年度の厚生労働科学研究費補助金を受けて行ったもの

ですので、近い将来、改正に向けて現実の問題として議論されると思います。 

 地方分権の流れのなかで、対人サービスの提供者が、住民に最も身近な基礎自治体

である市町村になることは予想されていたことですが、児童相談所の職員として、の

んびりと構えていられない状況になってきています。 

 そこで、本年度「職員有志による児童相談所の将来（あす）を考える会」を設置し、

議論を重ねてきましたが、１７年改正児童福祉法又は改正要綱試案が要求する、児童

相談所の役割と現状を比べると、どうもお寒い状態にあるのではないかということで

す。本年度は、課題の洗い出しを行い、出来るところから取り組み、１９年度に組織

改正も含めて、具体的な議論をすることとしています。 

今後、児童相談所に向けられる期待がますます高度化されるなか、しっかり議論を

し、県民、市町に信頼される児童相談所を目指していきたいと思います。 

 

 

 


